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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　長尺な持針器本体と、持針器本体の先端に開閉自在な把持部と、持針器本体の基端に操
作部とを有し、前記把持部は、固定把持部材と回動把持部材とからなるとともに、回動把
持部材は、持針器本体と軸支回動可能に連結されており、前記操作部は、回動把持部材の
回動による把持部の開閉操作が可能とされている持針器において、回動把持部材は、持針
器本体の短尺方向に、把持部が閉状態において上方に開口した溝状の糸収容部を有し、こ
の糸収容部は、把持部が閉状態において糸が収容可能であるとともに、把持部を開状態と
する回動把持部材の回動によって縮小または閉鎖可能とされていることで、収容された糸
が脱離せずに糸収容部に保持されることを特徴とする持針器。
【請求項２】
　持針器本体の内部には、操作部による操作力を回動把持部材に伝達するための操作力伝
達中芯部材が摺動自在に装入され、この操作力伝達中芯部材の先端側を回動把持部材と連
結させるとともに、基端側を操作部と連結することで、回動把持部材を軸支回動可能とし
ている請求項１記載の持針器。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、手術に用いられる縫合糸や針付糸等の糸を保持および開放することのできる
持針器に関するものである。
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【背景技術】
【０００２】
　従来の腹腔鏡下手術等をはじめとする手術に用いる持針器は、一般的に、長尺な持針器
本体と、持針器本体の先端側に縫合糸や針付糸等を把持する開閉自在な把持部を具備し、
持針器本体の基端側（術者の手元側）に把持部を開閉操作する、たとえば、ハンドル状の
操作部を具備した構成となっている。
【０００３】
　また、たとえば、以上のような構成を有するとともに、持針器本体の外周面上に、糸や
針付糸を固定するための引掛片等からなる糸固定手段が設けられている持針器が提案され
ている（特許文献１）。
【０００４】
　そして、これら従来の持針器を用いた器械結紮は、図４に例示したように、たとえば、
２つの持針器Ａ，Ｂを用意し、一方の持針器Ａで、他方の持針器Ｂの本体（軸体）に縫合
糸や針付糸等の糸を巻き付ける。ついで、持針器Ａで糸の一端（Ｌｏｎｇ　Ｔａｉｌ）を
把持して糸を引き抜くとともに、糸を巻き付けられた持針器Ｂで糸の他端（Ｓｈｏｒｔ　
Ｔａｉｌ）を把持して糸を持針器Ａによる引き抜き方向とは逆方向に引き抜くことで、器
械結紮を行っている。
【特許文献１】実開平５－８８５０７号公報
【発明の開示】
【発明が解決しようとする課題】
【０００５】
　しかしながら、従来の一般的な持針器および上記特許文献１記載のような持針器ともに
、体外で器械結紮を行う場合は、持針器のなす角度を自由に変化させることができるため
、比較的容易に器械結紮を行うことができるが、体内で器械結紮を行う場合、特に腹壁等
に穿通し固定して、鉗子や持針器等の手術器具を出し入れするための内径が細い筒状器具
であるトロカール（通常、内径１０ｍｍ前後）を介して器械結紮を行う腹腔鏡下手術等の
場合は、持針器が腹壁にあたる等によって、持針器の振れ角が少ないため、一方の持針器
に糸を巻き付ける操作が特に困難であるという問題があった。このことから、従来の持針
器による体内での器械結紮は極めて困難な作業であり、術者には高度で熟練した技術が要
求されていた。
【０００６】
　具体的には、一般的な持針器では、持針器Ｂに巻きつけてある糸のＳｈｏｒｔ　Ｔａｉ
ｌを持針器Ｂで把持しようとすると、持針器Ｂに巻き付けてあった糸は、持針器Ｂに保持
されていないため外れやすいという問題があった。
【０００７】
　また、上記特許文献１記載のような持針器では、限られたスペースである腹腔内（体内
）で、持針器を動かして糸を引掛片等に引掛けたり、外したりする煩雑な操作を要すると
いう問題があった。
【０００８】
　そして、上記の問題に、腹腔鏡や鏡腔鏡を用いた内視鏡外科手術は、腹腔内に挿入した
スコープからの画像をモニターで確認しながら行う手技で２次元の画像に頼らざるを得な
いという不自由さも加わり、従来の持針器による体内での器械結紮の操作にさらに高度で
熟練した技術を要するという問題があった。
【０００９】
　そこで本発明は、以上のとおりの背景から、従来の問題を解消し、煩雑な操作を必要と
せずに糸を簡便に保持および開放することができ、また、持針器の振り角が小さくても、
体外・体内を問わずに簡便で、迅速な器械結紮を行うことができる、新しい持針器を提供
する。
【課題を解決するための手段】
【００１０】
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　本発明は、上記の課題を解決するための手段として、第１には、長尺な持針器本体と、
持針器本体の先端に開閉自在な把持部と、持針器本体の基端に操作部とを有し、前記把持
部は、固定把持部材と回動把持部材とからなるとともに、回動把持部材は、持針器本体と
軸支回動可能に連結されており、前記操作部は、回動把持部材の回動による把持部の開閉
操作が可能とされている持針器において、回動把持部材は、持針器本体の短尺方向に、把
持部が閉状態において上方に開口した溝状の糸収容部を有し、この糸収容部は、把持部が
閉状態において糸が収容可能であるとともに、把持部を開状態とする回動把持部材の回動
によって縮小または閉鎖可能とされていることで、収容された糸が脱離せずに糸収容部に
保持されることを特徴としている。
【００１１】
　また、第２には、持針器本体の内部には、操作部による操作力を回動把持部材に伝達す
るための操作力伝達中芯部材が摺動自在に装入され、この操作力伝達中芯部材の先端側を
回動把持部材と連結させるとともに、基端側を操作部と連結することで、回動把持部材を
軸支回動可能としていることを特徴としている。
【発明の効果】
【００１２】
　第１の発明によれば、煩雑な操作を必要とせずに糸を簡便に保持および開放することが
でき、また、持針器の振り角が小さくても、体外・体内を問わずに簡便で、迅速な器械結
紮を行うことができる。
【００１３】
　そして、第２の発明によれば、上記第１の発明の効果に加えて、よりスムーズに把持部
を開閉することができる。
【発明を実施するための最良の形態】
【００１４】
　本発明は上記のとおりの特徴をもつものであるが、以下にその実施の形態について詳し
く説明する。
【００１５】
　図１は、本発明の持針器の一実施形態を例示した全体側面図および要部拡大側面図であ
る。図２は、本発明の持針器の把持部における開閉動作の様子を例示した側面図である。
図３は、本発明の持針器の把持部における糸を保持する様子を例示した平面図であり、（
Ａ）は把持部の閉状体、（Ｂ）は把持部の開状態を示している。
【００１６】
　まず、図１および図２に沿って、本発明の持針器（１）について説明する。本発明の持
針器（１）は、長尺な持針器本体（１１）と、持針器本体（１１）の先端側に回動する回
動把持部材（１２Ａ）と持針器本体（１１）に固定されている固定把持部材（１２Ｂ）を
備えた把持部材が配設され、開閉自在とされた把持部（１２）と、持針器本体（１１）の
基端側にあって把持部（１２）の開閉操作を可能とする、たとえば、ハンドル状の操作部
（１３）とを有する、手術に用いられる縫合糸や針付糸等の糸（Ｙ）を、簡便に保持およ
び開放することができる持針器（１）である。
【００１７】
　このとき、本願発明の持針器（１）における把持部（１２）の開閉機構は、前記把持部
材を軸（４）を介して持針器本体（１１）に配設して、この把持部材の一方を把持部材の
基端部で軸支回動可能とすることで、把持部（１２）を開閉自在としている。
【００１８】
　そして、上記のような構成を有する持針器（１）において、持把持部（１２）を構成す
る回動把持部材（１２Ａ）の基端部には、糸（Ｙ）を収容する糸収容部（２）としての切
り欠けが設けられている。そして、把持部（１２）の閉状態においては、糸収容部（２）
は開口されていることから、糸収容部（２）で糸（Ｙ）を収容可能とされている。一方、
把持部（１２）の開状態においては、回動把持部材（１２Ａ）の矢印で示した回動（開動
）にともなって、前記の糸収容部（２）の開口が縮小されて、収容された糸（Ｙ）が脱離
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せずに糸保持空間（Ｘ）に保持されることを特徴としている。この糸保持空間（Ｘ）は、
たとえば、糸収容部（２）の開口箇所を、持針器本体（１１）との連結箇所を形成する基
端側の壁部とによって形成してもよい。
【００１９】
　なお、この把持部（１２）は、持針器本体（１１）と、一体に形成されてもよいし、別
体に形成されていてもよい。また、この操作部（１３）は、図１の例のように、可動操作
部（１３Ａ）と固定操作部（１３Ｂ）とから構成されていてもよく、可動操作部（１３Ａ
）を握り締めたり、緩めたりするだけで、その操作力は回動把持部材（１２Ａ）に伝達さ
れ、スムーズに把持部（１２）を自在に開閉することができる。
【００２０】
　ここで、本発明の持針器（１）における操作部（１３）の操作力を回動把持部材（１２
Ａ）に伝達する構成（すなわち、把持部の開閉機構）としては、たとえば、操作部（１３
）による操作力を回動把持部材（１２Ａ）に伝達するための操作力伝達中芯部材（４）を
持針器本体（１１）の内部に摺動自在に装入し、この操作力伝達中芯部材（４）の先端側
を回動把持部材（１２Ａ）と連結するとともに、基端側（術者の手元側）を操作部（１３
）、すなわち、可動操作部（１３Ａ）と連結することで、操作部（１３）の操作力を効率
よく回動把持部材（１２Ａ）に伝達することができ、よりスムーズに把持部を開閉するこ
とができる。なお、この操作力伝達中芯部材（４）は、たとえば、ワイヤー状のものでも
よいし、ロッド状のものでもよい。
【００２１】
　このような特徴を踏まえ、図３に沿って、本発明の持針器（１）による糸（Ｙ）の収容
（保持）の様子を説明する。まず、図３（Ａ）に例示したように、把持部（１２）を閉状
態にして、糸収容部（２）を上方に向かって開口させ、そこに糸（Ｙ）を収納する。糸（
Ｙ）を収納する操作は、糸（Ｙ）を開口した糸収容部（２）の上に載置するように操作す
るだけなので、簡便に糸（Ｙ）を収納することができる。もちろん、糸（Ｙ）を外すとき
も簡便に行うことができる。
【００２２】
　次に、図３（Ｂ）に例示したように、回動把持部材（１２Ａ）を開けて、把持部（１２
）を開状態にすることで、第１の糸収容部（２）内に糸（Ｙ）の一部を収納した状態を維
持し、第１の糸収容部（２）の開口を縮小（たとえば、持針器本体（１１）との連結箇所
を形成する基端側の壁部（５）とによって形成）され、糸保持空間（Ｘ）内に確実に糸（
Ｙ）を収納（保持）することができる。そして、この操作とは逆に、把持部（１２）を閉
状態にすると、糸収容部（２）が開口した状態に戻り、糸（Ｙ）を簡便に外すことができ
る。
【００２３】
　このような特徴を有する本発明の持針器（１）を用いることで、図４に例示したような
従来の器械結紮方法、すなわち、たとえば、２つの持針器Ａ，Ｂ（この２つの持針器は、
少なくとも１つは本発明の持針器（１）であること）を用意し、一方の持針器Ａで、他方
の持針器Ｂの持針器本体（軸体）に縫合糸や針付糸等の糸を巻き付ける。ついで、持針器
Ａで糸の一端（Ｌｏｎｇ　Ｔａｉｌ）、もしくは、縫合針を把持して糸を引き抜くととも
に、糸を巻き付けられた持針器Ｂで糸の他端（Ｓｈｏｒｔ　Ｔａｉｌ）を把持して糸を持
針器Ａによる引き抜き方向とは逆方向に引き抜くことで器械結紮を行う場合でも、煩雑な
操作を必要とせずに糸を簡便に保持および開放することができ、また、持針器の振り角が
小さくても、体外・体内を問わずに簡便で、迅速な器械結紮を行うことができる。特に、
腹壁等に穿通し固定して、鉗子や持針器等の手術器具を出し入れするための内径が細い筒
状器具であるトロカール（通常、内径１０ｍｍ前後）を介して器械結紮を行う腹腔鏡下手
術等の場合でも、本発明の持針器によって、簡便に、かつ、迅速に器械結紮を行うことが
できる。
【００２４】
　もちろん、本発明は以上の例によって限定されるものではなく、その細部については様
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形、楕円形、多角形等、特に限定されるものではなく、また、円形の場合、その外径はト
ロカールに挿入可能な程度とすることが好ましい。持針器本体は、トロカールへの挿入を
考慮すると、直線状が好ましいが、その他の形状でもよい。たとえば、任意の形状にあら
かじめ湾曲あるいは屈曲したものであってもよい。また、持針器本体や操作力伝達用中芯
部材等の材質についても、特に限定されるものではなく、たとえば、炭素鋼やチタニウム
合金等の金属類、ポリアミドやポリエステル等の高分子素材（これらを、たとえば、ロッ
ド状やワイヤー状等としたもの）等、各種の材質のものが使用できる。
【００２５】
　さらに、回動把持部材および固定把持部材には、糸や糸に取付けられている針（縫合針
）をより確実に把持することを考慮すると、適宜にエンボス加工を施したり、ゴム材等か
らなる滑り止め部材を設けたりしてもよい。
【図面の簡単な説明】
【００２６】
【図１】本発明の持針器の一実施形態を例示した全体側面図および要部拡大側面図である
。
【図２】本発明の持針器の把持部における開閉動作の様子を例示した側面図である。
【図３】本発明の持針器の把持部における糸を保持する様子を例示した平面図であり、（
Ａ）は把持部の閉状態、（Ｂ）は把持部の開状態を示している。
【図４】持針器を用いた器械結紮の手順の概略を例示した概略模式図である。
【符号の説明】
【００２７】
　１　持針器
　　１１　持針器本体
　　１２　把持部
　　　１２Ａ　回動把持部材
　　　１２Ｂ　固定把持部材
　　１３　操作部
　　　１３Ａ　可動操作部
　　　１３Ｂ　固定操作部
　２　糸収容部
　３　軸
　４　操作力伝達中芯部材
　５　壁部
　Ｘ　糸保持空間
　Ｙ　糸
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